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科学技術動向
概　要 本文は p.31 へ
緊縮財政下における米国の科学技術政策：
2012 年 AAAS科学技術政策年次フォーラム報告
　全米科学振興協会（AAAS）は、2012 年 4 月 26、27 日の 2 日間にわたり、AAAS 科学
技術政策年次フォーラムをワシントン DC において開催した。AAAS は年次フォーラム
を、毎年 4 月または 5 月の時期に開催している。科学技術政策関係者が集う全国的な会合













































































2）　Mikihito Hayashi et al., "Osteoprotection by semaphoring 3A", Nature online, April 18, 2012
3）　（独）科学技術振興機構／東京医科歯科大学　共同発表　「2つの作用で骨の健康を守るたんぱく質を発見　骨の「形
成」と「破壊」を同時にコントロール　－骨粗しょう症や骨折、関節リウマチの新たな治療法・早期診断法へ道」（平
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2012 年 6 月ミュンヘンで開催の第 3 回では、欧米
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図表　大型トラックへの設置状況（ミリ波レーダー）
出典：参考文献3）





　2012 年 3 月 12 日に、国土交通省は大型トラック
（車両総重量 8 t 以上）に衝突被害軽減ブレーキの
設置を 2014 年 11 月以降の新型車（新たに型式を
取得するもの）から段階的に義務付けることを世
界に先駆けて告示した。また、衝突被害軽減ブレー
キの設置に対し、2012 年 4 月から大型トラックを
対象に減税措置（重量税・取得税）を実施する。
　日本国内の交通事故による死者数は約 4,600 人／












































　2012 年 3 月、国土交通省は、大型トラックへの衝突被害軽減ブレーキの設置を 2014 年 11 月以降
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　我が国においても、2012 年 5 月 17 日に、（独）宇
宙航空研究開発機構（JAXA）が我が国初の AIS























































































1）　OECD Health at a glance 2011
2）　BMC Public Health 2012, 12:439 doi:10.1186/1471-2458-12-439






































































3 月 10 日～25 日の期間で行い、回
答者数は 228 名、回収率は 10.4%
であった。
　ライフサイエンスの回答者は
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調査結果～」、文部科学省科学技術政策研究所、2003 年 7 月（調査資料–98）
2）　科学機器年鑑 2002、（株）アールアンドディー社
文部科学省　科学技術・学術審議会　先端研究基盤部会　研究開発プラットフォーム委員会　先端計測分析技術・機
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万台）6） の 50% を EV（LIB 駆動
主電源）にした場合、運輸部門
の CO2 全排出量（2009 年度で約
2.3 億 t）7）のほとんどが自動車に
よるものとすると、CO2 全排出






の約 44%（約 1.01 億 t）を削減で
きる。全自動車保有台数の 50%
を HV 化（化石燃料エンジンと






























































































図表 2　EDLC と LIB の蓄電性能の比較と自動車における理想的蓄電システムの方向性
19
CO2低減を加速する自動車用大エネルギー容量キャパシタの研究開発動向




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































　ま た、LIC と LIB を セ ル の 内
部で一体化した複合型蓄電システ
ムの開発例もある23）。これは、図









回形 10 Wh 級）では、3 kW/kg の
出力密度でエネルギー密度が LIB
のものに近い 60 Wh/kg という値
が得られている。このように、セ
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参考文献26）の掲載図表を科学技術動向研究センターにて再構成

































































































































































































































































































































































（約 4 km 走行 /1 回の充電、充電
















2004 年 か ら 2009 年 ま で の 国 家
プロジェクトにおいて、高容量












で、2005 年から 5 年間の期間で、







































































































































1）　「リチウムイオン電池等の技術マップ作成に関する調査」、NEDO 平成 18 年度成果報告書、（2009）
2）　“BASIC RESEARCH NEEDS FOR ELECTRICAL ENERGY STORAGE”, Report of the Basic Energy Sciences 
Workshop on Electrical Energy Storage（2007）, Office of Basic Energy Sciences/U.S. Department of Energy：
http://science.energy.gov/bes/news-and-resources/reports/basic-research-needs/
3）　石川正司、「未来エネルギー社会をひらくキャパシタ」、（有）ケイ・ディー・ネオブック、（2007）
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5）　「次世代自動車戦略 2010」、経済産業省、（2010 年 4 月 12 日公表）
6）　「地域・国別自動車保有台数」、国土交通省資料：www.mlit.go.jp/k-toukei/search/pdf/23/23000000x02401.pdf
7）　「日本の温室効果ガス排出量の算定結果」、環境省資料：http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/index.html
8）　河本　洋、「自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向」、科学技術動向 2010 年 1 月号、No.106、
p.19-33
9）　西川省吾、「第 3 章 キャパシタハイブリッドトラック・バスの開発」、自動車用大容量二次電池の開発、（株）シーエム
シー出版、p.209-221、（2008）
10）　「第 3 章 電動車両の制動エネルギー回生とその機能向上に関する検討」：
http://dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/bitstream/2065/2929/7/Honbun-4026_05.pdf
11）　直井勝彦、「キャパシタの現状と展望」：http://www4.fed.or.jp/tansaku/yuki/02_naoi.pdf
12）　杉本　渉、「擬似二重層容量を利用したスーパーキャパシタの開発」、NEDO 平成 18 年度産業技術研究助成事業研究
成果報告書（最終）、（2008）
13）　岡村迪夫、「電気二重層キャパシタと蓄電システム（第 3 版）」、日刊工業新聞社、（2009）




17）　「イオン液体に関する技術動向とニーズ調査」、NEDO 平成 19 年度調査報告書、（2008）
18）　A. Burke, “Ultracapacitor Technologies and Application in Hybrid and Electric Vehicles”, Institute of Transportation 




21）　「導電性高分子を使ったキャパシタ―高速充放電と大容量化を両立―」、NIKKEI MONOZUKURI November 2011、p.28-29
22）　西野　敦、「総論：応用分野が広がる次世代電気二重層キャパシタ」、OHM、2011 年 8 月号、p.17-23
23）　「リチウムイオンキャパシタとリチウムイオン電池との複合型蓄電デバイスを開発」、三菱電機㈱広報資料（2010 年 2
月 16 日）：http://www.mitsubishielectric.co.jp/news-data/2010/pdf/0216-d.pdf
24）　“Activated Graphene Makes Superior Supercapacitors for Energy Storage”：
http://www.bnl.gov/bnlweb/pubaf/pr/PR_display.asp?prID=1275&template=Today
http://capacitors-forum.org/jp/files/CapFmag06.pdf）
25）　Q. Cheng, et al., “Graphene and carbon nanotube composite electrodes for supercapacitors with ultra-high energy 
density”, Physical Chemistry Chemical Physics, DOI：10.1039/c1cp21910c：www.rsc.org/pccp
26）　直井勝彦・玉光賢次、「新型ナノハイブリッドキャパシタ」：
http://www.tuat.ac.jp/~koukai/gakuho/2008/482/news15-2.pdf、（2009）




29）　門間修平、「躍動する上海キャパシタバス」、キャパシタフォーラム会報、2011 年通巻 6 号、p.15-18：
http://capacitors-forum.org/jp/files/CapFmag06.pdf
30）　「太陽光発電システム等高度化系統連系安定化技術国際共同実証開発事業―マイクログリッド（高品質電力供給）高度






34）　「キャパシタでムダ取り」、NIKKEI MONOZUKURI March 2010、p.61-67
























トン DC において AAAS 科学技
術政策年次フォーラム（AAAS 






・2013 年度研究開発予算における予算的および政策的枠組み（Budgetary And Policy Context For 
R&D in FY 2013）
・W. Carey レクチャー：想像がもたらす豪胆な力（The William D. Carey Lecture：An Audacity of 
Imagination）
・明るさが見えない予算への対応（Coping with Bleak Budgets）
・国際的傾向：未来への長期的展望とそこにおける米国の科学技術の地位（International Trends：A 
Long-Term View of the Future and Science & Technology’s Place In It）
・米国は、雇用と経済回復への道を革新できるか（Can the U.S. Innovate Its Way to Jobs and Economic 
Recovery?）
【パラレルセッション】
・投票者は問題を実際にはどのように捉えるか（How Voters Actually Think About Issues）
・スタートアップ技術企業：資金面および政策面の課題（Start-up Tech Firms：Funding and Policy 
Challenges）
・連邦政府予算プロセスは、なぜ、また、どのように改善されなければならないか（Why-and How-the 
Federal Budget Process Must Be Reformed）
・人々が研究対象となる時：倫理面および政策面の課題（When People are Research Subjects：Ethical 
and Policy Questions）
・緊縮予算時代における研究開発評価（R&D Evaluation During Tight Budget Times）
・危険性の高い科学における規制とコミュニケーション：鳥インフルエンザをケーススタディとして
（Regulation and Communication of Risky Science: The Bird-Flu Papers as a Case Study）
【朝食・昼食のスピーチ】


















































































1976 年に AAAS R&D Colloquium
として第 1 回が開催されたもの
で、その後 AAAS Colloquium on 




















































































































































員会（President's Council of Advisors on Science and Technology- PCAST）および大統領イノベー
ション・技術諮問委員会（President's Innovation and Technology Advisory Committee- PITAC）に
より作成された、「米国の先進製造のリーダーシップを確かなものとするための大統領宛の報告書
（Report to the President on Ensuring American Leadership in Advanced Manufacturing）」において
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示されている。また、連邦政府による具体的な実施計画については、米国科学技術会議（NSTC）が












　「ビッグデータ研究開発イニシアチブ（Big Data Research and Development Initiative）」は、情報
技術の発展により得られた能力を、科学的発見・環境および生命医学研究・教育・国家安全保障の向










の取り組みである。その内容は、2012 年 4 月に発表された「全米バイオエコノミー青写真（National 
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億ドル（1.4%）増の 1408 億ドル、
また、基礎研究と応用研究予算の




























































応として 2009 年 2 月に成立した
米国再生・再投資法（American 
Recovery and Reinvestment Act 
of 2009）に基づく予算措置にお









































Sally J. Rockey NIH 外部研究担




































































































毎年度の研究開発予算に関する情報を随時提供している。以下は、「AAAS Report XXXVII, Research 
& Development FY 2013」の予算案のハイライトとして掲載された項目である注）。






















































　Kaye Husbands Fearing 米国研
究評議会（NRC）全国統計委員
会上級プログラムオフィサーは、
AAAS News Brief, Potential 
Impact of the House Budget of 































支部の John L. King は、予算緊縮
時代における研究評価（Research 



































































































































































































































































































Engineering and Mathematics）教育である。大統領府においては、文中の S. James Gates, Jr. 教授の講
演にもあるように、大統領科学技術諮問委員会（PCAST）が 2010 年 9 月に「準備し触発せよ：米国の
未来のための科学技術工学数学における幼稚園―初等中等教育（Prepare and Inspire：K–12 Education 
in Science, Technology, Engineering, and Math（STEM）for America’s Future）」13）を発表し、さらに、
2012 年 2 月には、「優越を目指して取り組め：100 万人の新たな科学技術工学数学の学位を持つ大学学
部卒業生の輩出（Engage to Excel: Producing One Million Additional College Graduates with Degrees 
in Science, Technology, Engineering, and Mathematics）」14）を発表している。




































































アクション 4–1．ハイスクール学生向けの教育省夏期 STEM 学習プログラムに資金配分を行う。
アクション 4–2．NSF プログラム、および範囲を拡大した労働省プログラムによって、2 年制から 4 年
制の高等教育機関への進路を広げる。
アクション 4–3．成功するような STEM プログラムを支援するため公的部門と民間部門の連携を構築する。
アクション 4–4．教育省および労働統計局から、STEM 分野の学生・親・より幅広い STEM コミュニティ、
そして労働市場に提供されるデータを整備する。
提言 5．STEM 学部教育におけるトランスフォーマティブで持続的な変化のための戦略的リーダーシッ






























































































































































































































































































1）　AAAS Forum on Science & Technology Policy: http://www.aaas.org/spp/rd/forum/
2）　Open Government Initiative: http://www.whitehouse.gov/open
3）　Advanced Manufacturing Partnership：http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ostp/pcast/amp
4）　U.S. Global Change Research Program（USGCRP）：http://www.globalchange.gov/
5）　Big Data：http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/big_data_press_release_final_2.pdf
6）　Bioeconomy：http://www.whitehouse.gov/blog/2012/04/26/national-bioeconomy-blueprint-released
7）　Office of Science and Technology Policy R&D Budget：
http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ostp/rdbudgets
8）　AAAS Report XXXVII：Research and Development FY 2013：http://www.aaas.org/spp/rd/rdreport2013/
9）　AAAS News Brief, Potential Impact of the House Budget of Federal R&D （April 8, 2012）：
http://www.aaas.org/spp/rd/fy2013/HouseBudgetBrief.shtml
10）　Digest of Education Statistics 2011：http://nces.ed.gov/programs/digest/d11/
11）　Science and Engineering Indicators 2012, Chapter 2 Higher Education in Science and Engineering：
http://www.nsf.gov/statistics/seind12/c2/c2h.htm
12）　最近の事例としては、「Discipline-Based Education Research: Understanding and Improving Learning in Undergraduate 
Science and Engineering:：http://www.nap.edu/catalog.php?record_id=13362」を挙げることができる。
13）　Prepare and Inspire：K-12 Science, Technology, Engineering, and Math（STEM）Education for America’s Future：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-stem-ed-final.pdf
14）　Engage to Excel：Producing One Million Additional College Graduates with Degrees in Science, Technology, 
Engineering, and Mathematics：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-engage-to-excel-final_2-25-12.pdf
遠藤　悟
科学技術動向研究センター　客員研究官
東京工業大学大学マネジメントセンター　教授（マネジメント担当）
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-index.htm
研究対象は米国を中心とした科学政策。前職の日本学術振興会在職中の 2000年に「米
国の科学政策」HPを開設し、政策動向を発信している。東京工業大学においては、
科学と社会の関係や高等教育等にも対象を拡大している。
参考文献
執筆者プロフィール
